[Ｂ] 平成２０年度事業で復職の支援を行った１６事例

平成２０年度の事業の中で復職支援を行ったすべての対象労働者に対して、今回のフォローアップを実施した結果の概要を以下の表にまとめた。

	No.
	業　　種
	性別
	年齢

(歳代)
	診断書

病　名
	休職

期間

(ヶ月)
	フォローアップ時

の就業状況
	支援終了後の

休　職

	
	
	
	
	
	
	就労中
	休職中
	退　職
	死　亡
	その他
	

	B1
	製造業
	男
	30
	うつ病
	1.5
	○
	
	
	
	
	無

	B2
	製造業
	男
	20
	抑うつ状態
	3
	
	○
	
	
	
	有

	B3
	製造業
	女
	30
	うつ病
	13
	○
	
	
	
	
	無

	B4
	印刷業
	男
	40
	うつ病
	4
	○
	
	
	
	
	無

	B5
	製造業
	男
	40
	うつ病
	不定期
	○
	
	
	
	
	有

	B6
	製造業
	男
	30
	うつ病
	14
	○
	
	
	
	
	無

	B7
	製造販売業
	女
	20
	抑うつ状態
	4
	○
	
	
	
	
	無

	B8
	製造販売業
	男
	50
	抑うつ状態
	7
	○
	
	
	
	
	無

	B9
	サービス業
	男
	30
	抑うつ状態
	16
	
	
	○
	
	
	無

	B10
	開発販売業
	男
	40
	抑うつ状態
	5
	○
	
	
	
	
	無

	B11
	製造業
	男
	50
	抑うつ状態
	2
	
	○
	
	
	
	有


	B12
	小売業
	男
	20
	適応障害
	6
	
	
	
	
	○
	無

	B13
	サービス業
	男
	30
	適応障害
	5
	
	○
	
	
	
	有

	B14
	サービス業
	女
	40
	うつ病
	5.5
	○
	
	
	
	
	無

	B15
	情報通信業
	女
	20
	適応障害
	4
	
	
	
	
	○
	無

	B16
	建設業
	男
	40
	適応障害･うつ状態
	2.5
	○
	
	
	
	
	無


【 事例Ｂ１ 】
	支援目的
	長期の休職に抵抗した労働者の復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（医薬品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者
□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来はなかったが、今回を契機に簡易版を整備した


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；１.5ヶ月
	休職歴；無　

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 業務に対する絶対的な人員不足
② 仕事の内容に対する不適応（特に交渉業務）
③ 人間関係を構築するのが苦手な本人の性格
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	不安神経症、うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	５ヶ月（５回）

	支援開始の時期
	休職開始の直後

	支援専門家
	産業医、産業カウンセラー（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　 [1.5ヶ月]

休職期間　

　　　　　　　　[休職開始直後から復職後 3.5ヶ月まで合計 ５ヶ月]

支援期間

[ 12ヶ月] 　　　　　

支援終了後：　産業医として時々面談を実施

支援終了後の特記事項：　有・無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	元来、本人は人間関係を構築することを苦手としていたのに、交渉が必要な部署に転属され、休職を余儀なくされたことに対し、会社への不満が募っていた。長く休職することが自分に不利になると思い、早期の復職を強く希望し、結果的に不十分な状態で復職となってしまった。その結果、復職後半日勤務が2.5カ月続いてしまった。

	復職支援の
具体的な内容
	支援員（産業カウンセラー）による定期的なカウンセリングを実施するとともに、直属の上司、総務の衛生管理者、人事担当者を交えて復職判定会議を数回実施した。また本人の病状について、主治医から頻繁に情報を入手した。

カウンセリングを通して、会社に対する不満はなくなり、むしろ感謝する気持ちを持つようになった。もともと課員は２名であったにもかかわらず、最近の仕事量の増加により必要に迫られていた。また今回のケースも考慮した結果増員されることになり、結果として本人の仕事量が軽減された。また交渉業務の一部を他の課員が受け持つことになった。



	支援終了時の
状態と見通し
	本人にとって望ましい職場環境が得られたものの、配置転換を希望していたため、人事担当者と話し合い、その方向で調整することになった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	休職の早い段階からカウンセリングによる支援を行ったため、本人の会社に対する不満を緩和することができた。その後も頻回にカウンセリングを実施し、本人の状況を詳細に把握することができた。

また、これまでに復職プログラムが作成されていなかったが、今回のケースを契機に簡易版が整備された。

	今後改善すべき

と考えた点
	本人の希望があったとは言え、復職の時期が尚早であったと考えられ、半日勤務の状態が2.5ヶ月にわたった点については改善の余地があったのではないかと反省が残る点である。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　１年後

	２．労働者の状況

	

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況：　本人は当初は配置転換を希望していたが、新年度が近づくにつれ、配置転換による不安が増加し、もう少し現職場を続けてみる希望に変化した。しかし、新年度に上司が変更になり、業務体制の変更もあり、精神的負担が強くなり、再び配置転換を希望するに至った。次の定期異動時での異動がほぼ決まっていたものの、新たに異動してくる予定であった社員の都合で移動が延期された状態にある。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	欠勤はないが、早退することが時々あった

	業務遂行能力
	だいたいにおいて満足できるものであったが、一部の業務で支障があった。

	支援前と比較
しての印象
	会社に対する感謝の気持ちを持つようになった。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	仕事量の増加に加えて本ケースも考慮した結果、課員も３人から６人と増員されて、課の仕事を全て複数の人が担当して実施することになった。

本人が遂行困難と思う仕事は上司に申し出て、他の課員に振り分けてもらう配慮がなされるようになった。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	ラインケア・セルフケアの研修を社員全員に３回に分けて実施した。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	定期的なカウンセリングによって、本人の会社に対する思いが、怒りから感謝へと変化したのは望ましい結果であったと思う。

この社員に対する復帰支援に対して、会社から当健診機関への信頼が大きくなり、支援終了前にメンタルヘルス専門の産業医契約が締結されたことは評価すべきことと思う。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 今回のように強く復職を望んだ場合に、本人の希望を入れるのがよいのか、あるいは更なる休職を勧めるのがよいのか
	復職あるいは休職延長かは、本人の状態と受け入れ側の状態のバランスで考えるとよい。このケースでは半日勤務をＯＫとしており、その状態では勤務可能であったと考えられる。その期間がやや長くなったとはいえ支障のない就業を果たしたことになる。この場合半日勤務を認めることをこの本人だけの待遇ではなく制度として誰でも希望すれば利用可能なものにすることが肝要であろう。ただし、半日勤務が永遠に続くのも好ましくないため、こうした配慮期間はいつまでであり、それまでに通常の勤務に戻れない場合は再度休職に入るなどの取り決めも必要であろう。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ２ 】
	支援目的
	周囲から職務怠慢と見られていた労働者の復職支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（医薬品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来はなかったが、今回の支援を契機に簡易版を整備した


	労働者
	男性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；３ヶ月
	休職歴；　有（一回）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 本人の能力以上の仕事が与えられた

② 本人の病気に対する適切な治療がなされていなかった
③ 周囲が本人の状況をよく理解できていなかった
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	統合失調症、気分障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	５ヶ月（12回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後0.5ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医，産業カウンセラー（各1名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 3ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　[休職後0.5ヶ月目から復職後2.5ヶ月まで合計5ヶ月]

支援期間

[ 11ヶ月]　　　　　　　

支援終了後：　産業医として定期的に面談
支援終了後の特記事項：　有・無　　　　２回の配置転換と主治医の変更




４．支援の内容　
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	仕事に対する積極性の欠如。

統合失調症に対する適切な治療を受けてこなかった。

周囲は本人の問題を病気ととらえずに、不真面目な勤務態度と受け取っていた。

親も本人の病気について理解が足らなかった。

	復職支援の
具体的な内容
	当初、主治医に対する本人の不信感があり、別の精神科医の紹介を行った。

また、支援専門家（産業カウンセラー）との定期的なカウンセリングを行った。カウンセリングの目標は、本人の自信の回復、復帰をあせらず病気をなおすこと、会社への信頼感の醸成などとした。はじめはもう仕事ができずにニートになるのではという不安があったり、自分を責めたりしていたが、カウンセリングによって、焦らずに病気をしっかり治すことに集中できるようになった。また、今回の休職の原因を客観的に判断できるようになり、復職後の希望も言えるようになった。

復職判定会議を数回開いた。その中で現職場では自己の判断が求められることが多く、それがプレッシャーになっていたこと、また上司が辛く当たることもあり、その上司のもとでは復帰が難しいことを考慮して。復職後の仕事場を変更することに決めた。また、本人の意向を聞くとともに復職先の上司と面談し、受け入れに対する理解を得た。

	支援終了時の
状態と見通し
	復職後の新しい仕事場に対する期待感が見え、心機一転頑張ろうという意気込みが見られた。支援終了時点では特に欠勤もなく、職場復帰のスタートとして順調に思われた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	今回の支援によって、定期的にカウンセリングを受けることができ、会社に対する感謝の気持ちが出てきた。復職にあたり仕事による疲労の蓄積を減らすために、週の半ばの水曜日を病気欠勤扱いとすることが認められたために、疲労の蓄積がまぬがれ、それ以外の欠勤がほとんどなかった。

	今後改善すべき

と考えた点
	新しい主治医との連携がほとんどなかった。そのために本人の病名が統合失調症であったことを、支援終了時点では把握できていなかった。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　11ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　☑休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（２回４ヶ月間、　時期：前回の休職から４ヶ月後と10ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後の新しい職場の仕事が細かい作業であり、度々うまく行かないことがあったり、本人をやっかいもの扱いする職場の雰囲気があったことより、欠勤が増加し、休職から４ヶ月目から再度２ヶ月の休職に入った。再度新しい職場を検討し、受け入れ前に課員全員と産業医の面談を実施し、再度の復職を果たした。最初は順調に仕事をこなしていたが、朝の調子が悪くなり欠勤が増え、現在再び休業中である。最近になって家族の意向で主治医を変更した。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☑上司
□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	週に何回も欠勤が続くことがあり、休むときも朝遅く休みの電話が入る場合もあった。

	業務遂行能力
	だいたいの業務は遂行可能だが、一部難しいものがある。

	支援前と比較
しての印象
	以前の職場での話しを聞くと、仕事に対するやる気に関しては、支援前よりも増えている印象がある。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	毎週、週の半ばの水曜日に病気欠勤の日を設けて、仕事による疲労の蓄積を減らしている。内容が複雑なために本人がまだ無理そうな仕事については、他の課員や上司がするようにして負荷を減らしている。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	ラインケアやセルフケアについての研修を全社員に向けて、3回に分けて実施した。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	会社としては、最大限の配慮をしてきたが、現在のところ3回目の休職となってしまっている。本人も家族も会社に対しては、感謝の気持ちを持っており、何とかそれに答える意味でも欠勤せずに勤務したいと思っている。しかし、起床後に気分が悪い状態が続き、現在休職を余儀なくされている。以前の主治医については、一度訪問した時によい顔をされず、以後連携を取っていなかった。本人の状態が悪くても月１度の診療ペースが変更されることがなく、対処が遅い印象を覚えた。

休業中の現在、週に一度面談を続けており、何とか治療が成功することを望んでいるが、新しい主治医のもとでもなかなか難しいようである。しかし診療は週に一度の間隔で行っている。

現時点の感想としては、今回の症例は、治療が奏功せず、就労できる状態になかなか到達できないので、復職に向けての動きができないようなことから、復帰支援の限界を感じた。但し、ただ最初の休職からまだ１年と４か月であり、且つ主治医が代わってからまだ３か月程なので、そのうち治療がうまく行く可能性はあるかとも思われる。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 治療がなかなかうまく行かなかった場合に主治医の変更を考えてもよいか
	主治医の選択に関しては、ご本人が決める権利があり、事業場、あるいは支援スタッフがこれを指示することはできません。ただし、現在の主治医の診断や治療内容に関して疑問のある場合には、事業場あるいは支援スタッフが指名する医師に受診しセカンドオピニオンをもらうことを勧めることができます（「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」平成21年改訂版）。しかしこの場合でも本人の意思を尊重し、慎重に行うこととされています。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ３ 】
	支援目的
	職場の人間関係が起因となり休職した労働者の、配置転換後の復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（医薬品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者
□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし、今回の支援を契機に、現在作成しようとしている。


	労働者
	女性（ 30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間； 13ヶ月
	休職歴；1回（２ヶ月）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 新規部門が立ち上がり、その責任者になったことによる業務負荷
② 初めて持った特定の部下との確執
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	５ヶ月（５回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後12ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医、産業カウンセラー（各１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 13ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前 1ヶ月から復職後 4ヶ月まで合計 ５ヶ月]

支援期間

[ 13ヶ月]　　　　　　

支援終了後：　嘱託産業医によるフォロー

支援終了後の特記事項：　有・無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	初めて部下を持ったところ、特定の部下との折り合いが悪く、その人と会うとストレスにより緊張して体が震えてきたり、言葉が出なくなったりする症状が出るようになった。

もともと能力が高いために新規の事業の責任者になったが、まじめできちんと仕事をやる性格のために、仕事が大きな心理的負担となった。

	復職支援の
具体的な内容
	復職時に配置転換することになっていたので、本人と新しい上司に対して、復帰前に支援員（産業カウンセラー）がカウンセリングを実施した。本人とのカウンセリングでは、ほとんど泣きっぱなしの状態であり、なかなか心を開くところまでは行かずに終わった。また上司とのカウンセリングでは、復職時の対応の仕方などを話し、受け入れに対する不安感を少なくすることができた。

嘱託産業医、衛生管理者、本人を以前からよく知っている管理者、新しい職場の上司、本社の総務（テレビ会議の使用）に支援者の医師が加わり、定期的に復職判定委員会を開催し、復職プランの決定（半日勤務を1ヶ月）とフォローを実施。



	支援終了時の
状態と見通し
	新しい勤務にも慣れ、勤務中につらそうな様子をみせることもなくなった。現在は交渉業務は行っていないが、数ヵ月後には交渉業務についても可能ではないかという明るい見通しである。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	産業医、人事部門の衛生管理者、本人をよく知っている元々の上司、現在の上司、さらに本社の総務といった関係者が共通の理解のもとで、情報を共有し、かつ２週間から１ヶ月間隔で、支援員のアドバイスのもとで定期的に会議を持てたことは、復職をスムーズに行う上で効果的であったと思われる。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果

	１．実施の時期
	支援終了から；　１年１ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 支援終了後、特に問題となる環境変化などはなかった。その後、原則として残業はさせていなかったが、繁忙期には本人の様子を見ながら少し残業をしてもらった。具合いが悪いときは本人から上司に申告がされ、上司としても無理をさせないよう配慮を行っている。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☑上司
□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	欠勤なし、勤務態度も良好

	業務遂行能力
	問題なし


	支援前と比較
しての印象
	支援前は復帰に対して不安な気持ちが強かったが、今は安定している。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	原則として残業をさせていないが、本人の調子を見ながら忙しい時は、短時間の残業もこなせている。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	本社がＥＡＰと契約し、営業職の人と工場全員に対し、ラインケア・セルフケアの研修を実施したということを聞いている。またメールで相談できる体制が整備された。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例は、元の職場に戻すと人間関係のために病気を再発することが予想されたために、配置転換をして職場復帰をもたらした。全ての復職委員会に嘱託産業医、本人をよく知る元の上司、本社の総務、衛生管理者などのキーパースンが集まり、慎重に復職の過程を見守っていったことは、今後の当該事業所にとって、大変よい経験になったと思われる。




８．事例からの課題　
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ４ 】
	支援目的
	復職プログラム作成とプログラムの初回活用への支援


1． 対象事業場及び対象者の概要

	事業場
及び体制
	業種；　印刷業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	系統立てたものがなく、今回の支援にて作成することとなった。


	労働者
	　男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　４ヶ月
	休職歴；　無

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 慣れた仕事からの業務転換
② 仕事量の増加
③ 母親の体調不良
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	神経症　母子分離不安


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	４ヶ月（５回）　復職プログラム作成への支援

	支援開始の時期
	休職中（休職後３ヶ月経過段階）

	支援専門家
	保健師（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 4ヶ月]

休職期間

[復職前 １ヶ月から復職後 3ヶ月までの合計4ヶ月間]　　　　　　

支援期間　（本人との面談なし）
[ １年１ヶ月]　　　　　　

支援終了後：　健診やその事後フォローで

包括的にサポート
支援終了後の特記事項：　有・無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	５年間担当し慣れていた仕事（印刷予定立案）から、営業と現場を調整する仕事に変わり、同時に業務量も増していた。その頃、２人暮らしの母親が体調を崩し家庭での負荷も増したことが就業を困難にさせた要因と思われる。

	復職支援の
具体的な内容
	本人には支援の同意が得られず面談は実施できていない。事業場に対して、慣らし出勤の方法の提示と復職プログラム作成の支援を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	２時間の出社から復職を開始し、１ヶ月で通常勤務に戻すことができた。残業制限は継続しているが順調に出勤している。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	今回の対象者への対応を生かし復職支援プログラムを作成することで、メンタルヘルス不調者への対応の理解が得られた。

	今後改善すべき

と考えた点
	社会的回復をより円滑にするために、リワーク支援の利用を勧めても良かったケースではないかと思われた。


６．現状の確認結果

	１．時期
	支援終了から；　　１年１ヶ月

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 

再休職はないが、月に２～３日程度有休（欠勤）をしている状態。

仕事がたて込んできたり、思うように仕事がはかどらない時に体調を崩し休む傾向が見られる。

	３．情報提供者からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　☑上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	通院が多い為休暇を取得する日が多い



	業務遂行能力
	精神的負荷がかからない状況であれば問題なく業務遂行可能

ただし、注意力が散漫になった（うっかりミスが増えた）ように感じる

	支援前と比較
しての印象
	判断しがたい。



	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	残業を基本的に行わないよう指示

近い将来、部署の変更も考慮する予定



	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	特になし


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	時系列でアクションすべき項目が把握出来、整理することができた。

会社・産業医・担当医とコミュニケーションを常にはかることが必要と感じた。（該当者の持病、かかりつけ医の把握が必要）


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 当該事業場とは数年前より、職業性ストレス診断の契約を結んでいる。今回の事例に対してはスポット的に相談を受け、支援することとなったが、このような事業場の包括的な支援をつなげるためにはどのようしたら良いかが課題である。
	予防医学的には、職業性ストレス診断は一次予防の側面が強く、ケース対応は三次予防が中心で一部が二次予防と対策と考えられます。

支援サービスの中でケース対応だけでなく、復職支援プログラムの策定も提供されたようなので、そうすると、両者で三次予防、二次予防、一次予防という予防医学的に総合的な、包括的な支援の枠組みが出来たと解釈することもできるでしょう。

復職支援プログラムはケースの問題が解消するかどうかに関わらず、ルールと専門家の受け皿が用意できることで、対策の充実には即効性があるように会社側には認識されるのではないでしょうか。

一方、職業性ストレス診断のような、一次予防的な活動は結果が定量的に現れるには時間もかかり、また、外部要因にも左右されます。そのため、会社側が正しく理解するように説明を続ける必要があります。また、診断するだけでは改善は期待できません。職場ごとの改善計画を立てるなどのプログラムをきちんと作り上げていくことも支援サービスのひとつとして考えていくとよいと思います。

両方のサービスが同時並行でなくても、どちらかが常時提供でき、それが共に時間をかけて充実できると事業化の観点では、よりよい形になるのではないかと考えます。




☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ５ 】
	支援目的
	職場復帰不完全なメンタルヘルス不調者への支援を労務管理とメンタルヘルス

支援の見直しに繋げた事例


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（機械器具）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	☑ 専属

□ 嘱託

□ 不在


	☑ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	今までは無かったため、復職支援プログラムを作成


	労働者
	男性（ 40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；診断書提出なく、不定期な休み
	休職歴；　複数回あり

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 職場異動後、開発と新人教育の担当となるが、思うように仕事ができない新人に対しイライラして仕事が嫌になった。

② 同僚からのハラスメント行為がうかがわれた。

③ 病気を理由に働かないことを無意識に正当化しているところがあった。
④ 労務管理の不具合
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	アルコール依存症

パーソナリティ障害（自己愛型　ナルシズム）


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	４ヶ月（１６回）

	支援開始の時期
	不定期に欠勤を繰り返す状態4年6ヶ月のうち、復職前4ヶ月の段階

	支援専門家
	産業医　看護師　産業カウンセラー（３名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　[4年6ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前4ヶ月からの3ヶ月間]

支援期間

支援終了後：　無
支援終了後の特記事項：　有・無　（交通事故発生）


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	診断書による休業期間が切れた後も、連続欠勤するなどの不完全な就労を繰り返していた。たまに出勤しても自分勝手な行動や威圧的な態度であり、同僚は対応に困っていた。しかし、会社からは就業規則を提示されておらず、欠勤を繰り返しても、規則に沿った対応がなされていなかった。また、フレックス出勤制度における時間申請を、本人がパソコン上で行っており、勤怠管理も曖昧になっていた。

本人は、大きなプロジェクトの終了後、異動となり、新商品開発と新人教育を担当するが「新人が自分の考えているような行動をとらない」とイライラし、仕事が嫌になったと言っている。その後は現在の病気を理由に働かないことを無意識に正当化しているところがあった。

パソコンに当該労働者の名字を入力すると「お休み」「お休み小僧」と変換されるよう設定されるなど、職場での本人に対するハラスメント行為がうかがわれた。

初回面談時には既に抗酒剤を服薬し、断酒している状況であった。

	復職支援の
具体的な内容
	1 定期的な面談・電話・メールの実施

2 日記による生活の振り返りのすすめ（生活管理ができるよう促す。既に断酒できていたので、問題飲酒については具体的な対応はない。）

3 産業医の交代（当事業部のメンタルヘルスに精通した医師との契約を結ぶ）

4 本人・産業医・事業場内担当者・事業場保健師の４者面談
5 復職支援プログラムの作成と活用

	支援終了時の
状態と見通し
	面談を継続し、復職支援プログラムに沿って復職につなげていく予定とした。しかしながら、面談日時の度重なる変更や、「慣らし出勤」についても自分の希望を細かく伝えてくるなど、周囲を振り回す行動がみられた。この行動に対し「事業場の基本プログラムに従い実施すること」「本人の希望でプログラムのカスタマイズをしない」「就業規則に従った対応をする」ということを事業場担当者へアドバイスし、本人が組織のルールに適応していけるよう支援を行っていくことが課題となった。

また、今後も本人の思い通りにならないような状況があれば、欠勤という回避行動をとることが懸念される。このような場合は、事業場担当者に対して「状況を考慮し、周囲に合わせた段取りが出来るようになることが安定した就労を継続する上でのコツであるということを、本人に理解してもらうよう対応してください」との助言をおこなった。

事業場に対しては、支援期間中に産業医の交代があり、メンタルヘルスに精通した医師が担当となった。これによって、当該事業場におけるメンタル不調者への支援体制の充実につながることが期待される。

事業場担当者自身も、復職支援プログラムを作成していくなかで曖昧になっていた労務管理がメンタルヘルス不調に悪影響を及ぼすことを理解し、不調者へのかかわり方を見直すことができた。また「パソコンの変換事例」に対しては、自ら朝礼にて『休むことで皆さんに迷惑をかけているが、こういうことをされると辛い』と思いを伝えている。犯人を特定することまではしていないが、上司も朝礼の場におり、状況は把握している。その後このような事例は発生していない。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	事業場担当者に対して、労務管理がまったく出来ていなかったことが、本人の不安定な就労を助長することにつながっていたということに気づいてもらえたことは、支援の大きなポイントであったと考える。研究職のみの職場で事務専属者がいないことも影響していると思われるが、当該労働者のようにセルフマネジメント能力の低い労働者には自己申告のフレックス出勤制度の自己管理は難しく「申告」と「実際」にズレが生じていたことは問題であった。

また、当該労働者の態度が威圧的なことも原因し、上司や同僚が当該労働者に声を掛けるなどのコミュニケーションを全くとっていなかったこともわかった。当該労働者にとっては急に早退しても、誰からも何も言われることは無く、好きなように早退・欠勤のできる都合の良い状況をつくってしまったことも問題であった。

今回の事例から、メンタルヘルスに関連して労務管理の不具合が表面化し、悪循環に陥っていたところを、事業場担当者及び事業場保健師と連携をはかり修正を行えたことは効果的な支援であったと考える。

	今後改善すべき

と考えた点
	労務管理の不具合は、当該事業場グループの健康支援サポートセンターへも報告され、統括産業医によるメンタルヘルス支援の見直しが始まっている。

今後、グループ企業においても水平展開されることが期待される。


６．現状の確認結果

	１．時期
	支援終了から；　　　8ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（　１ヶ月間、時期：前回の休職から６ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	復職支援プログラムに沿って4週間、出社扱いとして試し出勤を実施。

子供や家の用事を理由に週１～2回早退や休みを繰り返す（欠勤扱い）。夏休み以降には腰痛症状が始まった。この腰痛が治りかけてきた時、通勤での自動車事故（追突されてしまう）、風邪が重なり「ストレス障害」の病名で診断書が提出され約１ヶ月休む。

産業医とは、毎月面談を行っている。現在の勤務状況は性格的なものが大きいと見立てている。

突発的に休むことがあり、職場では一人作業は無理と判断している。欠勤に対して指導がなされても、本人にはそれほどの認識がない。工場長からは「もう一回チャンスを与える。駄目なら現場へ」という話が出た。それからほぼ一ヶ月が経過しているが、休まないようになっている。

	３．情報提供者からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　☑その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	復職後３ヶ月間は、週１～２日の休みと週末又は水曜日の早退があった。現在（最近1ヶ月）は順調に出勤し欠勤はない。

	業務遂行能力
	出勤時はゆっくりではあるが、しっかり仕事をこなしている。マニュアルに添った仕事なので、自分で考えてやることが無いためストレスは以前に比べて少ない様子。

	支援前と比較
しての印象
	本人の希望もあり開発部門から工場部門に仕事場が変わり、職場の人間関係は現在の職場の方が良いようである。明るく笑うようにもなってきている。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	多くの従業員がいるフロアーで、仕事をすることが苦痛な様子。（みられているからか?）別棟での（ 5～6人の配置）仕事のほうがはかどる。出張も少しずつこなしている。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	「気付き」や「面談方法」などのアドバイス　

メンタルヘルス研修会は毎年開催している。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	３年前から身体的不調を理由に欠勤することが多く、「周囲を振り回す行動」がみられた。前回支援終了時には、この行動に対し「事業場の基本プログラムに従い実施すること」「本人の希望でプログラムのカスタマイズをしない」「就業規則に従った対応をする」ということを事業場担当者へアドバイスし、本人が組織のルールに適応していけるよう支援を行っていくこととした。

フォローアップをした現在では、

１．産業医の介入が以前よりも充実している

２．就業規則に則り工場長が勤怠の管理をするようになっている

３．保健師の支援が日常的に出来る状況になっている（本人から保健師に状況報告に来る）

４．開発や教育という業務から、工場へと配置転換となりストレスが軽減している

これらの環境整備が、本人の就業状態を安定させることにつながっていると考えている。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 事業場がメンタルヘルス支援体制の構築に取り組む必要性を健診機関として教育しているが、費用面の問題もあり、なかなか取り組まない状況にどのように関わっていくかが課題である。
	全国的にメンタルヘルス対策が進んでいると考えられる事業場はまだまだ少数であるとも考えられる現状ですから、本事業場の取組が当初、不十分だったとしても、教育するだけ前向きになってもらうことは、難しい面があるものと考えます。

以下、営業的な点も含めて、対応を例示してみますので、参考にされてください。

· リスクと生産性（損失）の問題であること、特に本ケースで強調されていた労務管理に関わる問題であることを、人事担当者から経営層にまで、啓発を行っていく。

· 厚生労働省指針等のコンプライアンス的な側面に関しても、対策を実行したほうがよいことを、啓発していく。

· 費用が無いという判断基準は担当者から経営層まで異なりますから、意思決定を行う立場の方とのコンタクトを取るように継続してアプローチする必要がある。

· 取り組まないという状況は、他の業務上の問題に比べて、会社側や担当者としては優先順位が高くないということの裏返しであることもあります。今後優先順位が上がってきたときのためにも、なんらかの関係を維持していくことが有効な場合がある。

	2
	□ 家族との関係を事業場がどのようにするか、健診機関として支援できることは何かが課題である。
	家族との連携はケース対応のなるべく早い段階から行ったほうが、多くの場合、本人と家族、そして職場にもよい結果をもたらすと思われます。

もちろん、個人情報保護やプライバシー権から本人の同意なく、家族へのコンタクトを取ることは望ましくありません。本人には連携をとることのメリットをよく説明し、家族への連携や協力の意義や効果を理解してもらう必要があります。

事業場に対しては、家族との連携を試みることも、復職支援プログラムのルール等に組み込んでいくように、健診機関側から進めることができます。

多くの人事担当者や管理職は家族との連携をとるというアイディアを持っていません。実際のケース対応を通して、その効果を経験してもらうように健診機関側として心がけていくこともできるでしょう。


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ６ 】
	支援目的
	復職に不安を抱える労働者へのリワークプログラムを利用した職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（自動車部品製造）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	紹介状の保管と、口頭連絡で対応をしていた。今回の事例を機会にプログラムの作成をすることとなった。


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　14ヶ月
	休職歴；　有

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 通勤時、自家用車の運転中、周りの視線に恐怖を感じる
② 親しい同僚はなく、頼りにしていた先輩が異動してしまったことで、業務に対する不安と職場で孤立感を感じていた。
③ おとなしい性格の労働者が、幻聴と思われる出来事をきっかけに、急に父親を怒鳴る。
	有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	統合失調症の疑い


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	４ヶ月（１８回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後７ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関から派遣された、当該事業場担当の産業医・保健師

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　[ 14ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　[休職後7ヶ月目から合計4ヶ月間]

支援期間

[ 10ヶ月]　　　　　　　

支援終了後：産業医契約の中で時々面談を実施
支援終了後の特記事項：　有・無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	６年前、事業場の合併で職場環境（人事・作業工程）に変化があり、個人負担が強くなったことで仕事に不安をかかえていた。もともと性格的におとなしく、職場ではほとんど無言であり、同僚ともコミュニケーションがとれない状況であった。支援開始当初は、仕事に行く意欲も出ない状態でもあった。

診断書の病名は「うつ病」とあったが、薬物治療の状況は、抗精神薬・抗うつ薬・抗不安薬等、多種類で多量の処方がされていた。そして、不安感・疲労感の他・会話の貧困・感情の平板化などもみられたため、生活歴・これまでの人間関係のヒアリング内容とあわせ判断すると「統合失調症」とも考えられる状態であった。また、長期にわたる通院の必要性も示唆されていた。

	復職支援の
具体的な内容
	① 本人との定期的な面談

当該労働者の診断書における病名は「うつ病」とあるが、処方薬、アセスメントの結果等から「統合失調症」とも考えられた。今回の復職支援では診断名の確認を行うことは出来なかったが、産業医にはその可能性と、復職意欲・家族支援・業務遂行能力の改善・易疲労感の消失など、本人の労務上の問題がないことを合わせて伝えた。

② リワーク支援

当該労働者は「仕事を1人でこなすことが出来ないという不安」を抱えていたため、慣らし出勤を行う予定を立てたが、現業職のため事業場での短時間の受け入れが難しい状態にあった。そこで、リワーク支援施設の利用を検討したが、近隣に実施施設は無く、いちばん近い施設でも自宅より車で２時間であった。これでは通所困難ということもあり当施設でのリワーク支援を行った。約３週間のリワークを行い復職への自信をつけることができた。

リワーク支援の内容は以下の２点でプログラムを組んだ。

・簡易作業（折り紙　パズル　棚の組み立て　読書と感想文作成）

・運動療法（リラクゼーション　サーキットエクササイズ）　

③ 職場巡視による事業場の環境把握

④ 復職支援プログラムの作成と活用

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰前の産業医面談ではしっかりとした口調で医師の質問に答えていた。また、久しぶりに職場に来た感想を聞くと「少しなつかしい感じがしました」と笑顔で答える場面もあった。

今後は本人の病状を注意深く観察し、問題があれば主治医との連携をさらに強化していくことが必要であると考えている。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	当施設で復職支援を受け始めたことは、本人から主治医に報告していただいた。ほどなく、主治医から「良くなったからお薬少し減らそう」と抗精神薬が１種類中止となった。この処方の変化には当施設の関わりが、主治医の対応の変化に影響していると考えている。内服薬の減量後、感情の表れ・積極性が認められた。

景気悪化の影響は、当該事業所にとっても例外ではなく、人員削減の傾向にある。このような状況のなかでは、従来の当該事業場の復職システム（本人からの復職意思を待つ）では、今回のようなケースにおいては、退職期間満了になってしまうのではないかと危惧される。

今回の復職支援の介入では、定期的な面接だけでなく「作業訓練の実施」が本人の復職への自信につながった。また、家族・主治医の協力と理解が得られたことは、復職への大きな活力になったと考えている。

	今後改善すべき

と考えた点
	性格的におとなしく無口な労働者は、自分から不安を訴えることが出来ずにいる。そして、職場で孤立しやすい状況にもあるため、普段から管理監督者が職場環境を十分に把握し、部下への声かけができる環境を整える必要があると感じた。


６．現状の確認結果

	１．時期
	支援終了から；　　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 支援終了後は休業継続中であったが、支援終了3ヵ月後に復帰。10日間の短縮勤務（半日）を経て、フル出勤へ戻った。それ以降は、受診のために１日欠勤したのみで順調に勤務できている。



	３．情報提供者からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

☑その他（　現場庶務担当　）

	勤怠状況
	休まずに出勤している。

	業務遂行能力
	勤務状況も真面目で勤務に支障はない。

	支援前と比較
しての印象
	休職前は、加工部門に所属していた。復職後は精神的、身体的にも負担が少ないと思われる部門に配置転換となった。職場長は、無口だが大変真面目と好印象を持っている。少しずつ回復しているように見受けられる。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	復職した頃は生産調整のため、月・金が休業という状況であった。現在、生産量も増え生産調整は無くなったが、間接部門は一部休業日を設けている（月・金の交替制）。その制度を利用し、工場部門の当該労働者も休業対象者（一次帰休扱い　給与の８割保証）として、休業日を通院に利用できるよう配慮をしている。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	産業医によるラインケア講習の実施が予定されている。

班長は事情を把握しているが、労働者の真面目な態度に満足している。班長と労働者が面談の機会などを設けた様子はない。

同僚には特別な説明もなく普通の異動と同様の受け入れをした。労働者が無口でコミュニケーションが十分にとれているとはいい難いところもあるが、同僚から対応に困っているという声も聞かれない。


７．本事例の振り返り 

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	主治医への働きかけによって、薬が減量になったことをきっかけに感情の表れに明らかな変化がみられた。また、リワーク支援を重ねることで復職に自信をもち始める様子もみられ復職支援の有効性を実感した。

今回フォローアップのための状況確認をさせていただき、職場の支援も継続されているところに支援の効果をあらためて感じている。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 健診機関としてのリワーク支援のあり方を整えていく必要性を感じ、今後の課題である。
	今回の支援サービス事業では個別のケース対応に主眼が置かれました。今回課題として挙げられたリワーク事業は健診機関や関連する病院等のリソースを活用することで、事業化が可能な分野であると考えます。

本ケースでトライアルとしてリワーク支援を貴機関で実施されたことは大変、意義のあるものだったと考えます。

事業場外で行われるリワークですが、グループワークと単独と両方で企画しえるのではないかと考えます。

また、事業場外でのリワーク支援と事業場内での復職支援プログラムの両方を事業化することもでき、今後の可能性が広がる企画であろうかと考えます。

今後の事業化の可能性のあるサービスとして検討していきたいと考えます。



☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ７ 】

	支援目的
	抑うつ状態による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造販売業（事務用品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	□ 専属

☑嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来は無かったが、今回の支援時に簡易版を整備した。


	労働者
	女性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；　４ヶ月
	休職歴；　無

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 入社当初は、何かと支援もしてくれていたが、本人の仕事の対応の悪さからだんだん上司との人間関係が悪くなった。
② 商品開発部署での仕事が大学で得た知識では対応できず、自信を低下させた。
③ 職場環境になじめず、同じ立場の同僚もいなく孤立していた。
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	抑うつ状態


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	7ヶ月（9回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後1ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関から派遣された、当該事業場担当の保健師（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　[4ヶ月]　　　　 復職

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前3ヶ月から復職後４ヶ月まで合計7ヶ月]

支援期間

[６ケ月]　　　　　　　　

支援終了後：　メンタルヘルス契約の中でその後

２回面談実施

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	入社1年後、商品開発部署で、経験不足から仕事のミスが多く納期に間に合わない、外部業者への対応が悪い等から上司との人間関係が悪くなった。

また、職場環境、片道が１．５時間も要する通勤の問題、残業が多い等の不満も重なり、不眠、食欲不振、不安、落ち込み、悲しみ等の症状が出現。突然パニック症状様になって会社に対して不満をぶつけるようになった。

デサイナー職（総合職）として入社したが、女性では職種が限られている総合職から、会社の勧めで一般職への転向を勧められたが、この転向には従いたくないという気持ちも強かった。

	復職支援の
具体的な内容
	休職して１ヶ月後から１ヶ月に1回面接を実施した。精神的な不調や睡眠等が治療・服薬と休職によって軽減したのを見計らって、問題点について話を聴いていった。

プライドが高い、他罰傾向、自意識過剰といった自分の性格や仕事・人間関係に対する対応のまずさ等の気づきが出てきた。メンタルヘルス担当者と復職支援プログラムの検討や復職判定会議メンバーのコンサルテーションも同時進行で実施した。

職場復帰は試し出勤も導入、フォロー面接を2週間後、その後3週間、1ヶ月に1回実施した。同時に新しい職場の上司に対して、試し出勤に際に部下に配慮すべき内容や上司からの質問にアドバイスするといったコンサルテーションも実施した。

	支援終了時の
状態と見通し
	試し出勤1ヶ月経過時、一旦精神的に不調となった時期もあったが、すぐ回復し、新しい職場環境にも慣れ上司や同僚との人間関係も良好となった。仕事に関しては上司から前向き、積極的に取り組んでほしいという要望はあるが、本人は「焦ることなく基礎から着実に仕事を覚えたい」とのことであった。試し出勤２ヶ月後本復職となり、順調に経過した。治療は試し出勤終了時終了となった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	本人と会社側の意見の調整もスムーズに運び、復職プログラム立案にもコンサルテーションができた。支援員が本人と休職中から復職後にかけて、寄り添っていけたのは良い結果をもたらすことになった。

職場復帰判定に産業医の意見を入れることも提案し、実施出来た。

職場上司との打ち合わせの機会を提案実施し、上司の復職者に対する対応の不安にも対応できたと思われる。
また、今回のケースから試し出勤制度を復職支援プログラムに導入し、復職支援体制が新しく進んだ。今後、復職支援体制が本格的に進展するように支援したい。

	今後改善すべき

と考えた点
	本人は、2ヶ月におよぶ試し出勤による経済的な不安があったようだが、

支援機関側からどのような助言をするべきであったかは、今後の課題として残された。

試し出勤終了と同時に主治医の方から治療の終了を言われたが、支援機関側としては不安もあった。産業医から主治医への依頼も提案するべきであったかも知れない。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年４ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑支援終了後再休職なし

	
	状況： 

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	真面目に勤務している

	業務遂行能力
	ルーチン業務をきちんとこなし新規の仕事内容にも挑戦している。

	支援前と比較
しての印象
	仕事に向かう姿勢に落ち着きと自信がうかがえるようになってきた。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	本人に対して、上司は継続的な業務上の支援（情報・情緒・手助け）を行っている。

残業時間なしを基本とした労働時間管理

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	メンタルヘルス担当者がラインケア・セルフケアの研修に参加し、管理職に情報提供を行なっている。


７．本事例の振り返り 

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本人と会社側の意見の調整がスムーズに運び、復職プログラム立案にもコンサルテーションができたことは効果的であったと思われる。支援員が本人と休職中から復職後にかけて、寄り添っていけたことも意義があったと思われる。また、職場復帰判定に産業医の意見を入れることも提案し、実施した。

復帰後、職場上司との打ち合わせの機会も提案し、実施でき、上司の復職者に対する対応の不安にも対応できたと思われる。
また、今回のケースから試し出勤を復職支援プログラムに導入し、復職支援体制が新しく進んだ。今後、復職支援体制が本格的に運営されるように支援したい。

ただ、試し出勤が２ヶ月に及び、復職者の経済的問題を考えた時、たまたまこのケースは単身者なのでよかったが、家族がいる場合、試し出勤期間が経済的なストレスとなる可能性も考えられる。

メンタルヘルス担当者にも進言はしていたが、実際に経営者層にメンタルヘルス研修をした折に、人事部長に対し女性の総合職の部署異動についての配慮を進言したが、説得させてそれを実現させることは支援員として困難であった。

試し出勤終了と同時に主治医の方から治療の終了を言われたが、支援機関側としては不安もあった。産業医から主治医への依頼も提案するべきであったかも知れない。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ８ 】
	支援目的
	うつ状態で休職を繰り返す中年男性の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造販売業（事務用品）
	労働者数；　700名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来は無かったが、今回の支援時に簡易版を整備した。


	労働者
	男性（50歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；　7ヶ月
	休職歴；　有

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 性格的に温厚で気弱、バリバリと仕事をこなすタイプではない。
② 合併吸収された会社からの中途入社で、大勢のパートさんの指導監督ができず自信を失い、うつ状態で休職後の復職であった。
③ 苦手なIT技術を使用しての業務内容。
④ 作業ミスや作業未到達で職場の同僚の前でよく上司より叱責を受けた。
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ状態


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	6ヶ月（7回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後4ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関から派遣された、当該事業場担当の保健師（１名）

	経　　　過

[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　[5ヶ月]　　　　　 復職

休職期間

　　　　　　　　　　　[復職前1ヶ月から復職後5ヶ月まで合計6ヶ月]

支援期間

[１年]　　　　

支援終了後：　メンタル契約中に２ヶ月に1回面談実施

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	一回目の休職は、合併吸収された会社から中途入社した後のことで、大勢の部下の指揮監督ができず、職場の人間関係も悪くなり、自信を失ってうつ状態となった。9ヶ月の休職を経て復職し、ラインからはずしてもらったものの、慣れないパソコン業務で、作業未達成やミスが多く、同僚の前で上司より叱責をされ、うつ状態が再発し再休業となった。
家庭ではしっかりものの妻に叱咤激励されることが多く、小学生の子供達には休職していることを話せず、精神的に休まらない状態にあった。

	復職支援の
具体的な内容
	休職後５ヶ月目から妻もまじえ2回休職中の面接の実施。休職者の生活態度の悪さから生じていた妻との不和を面接において調整した。家のローンなど経済的な問題もあり、主治医の意見もあって復職を考えたいと希望が出された。
本人には再燃防止のため早期サイン（仕事の能率が下がる、眠れない、出社困難になるなど）の自覚を促し、適応できる仕事を会社側で検討してもらえるよう支援担当者がメンタルヘルス担当者に依頼した。

メンタルヘルス担当者が主治医の意見を聴取し、産業医復職面接、復職判定会議を経て復帰先の職場を決定し、試し出勤は、半日を2週間、PM3時までを2週間、1日を1ヵ月間で行った。フォロー面接を慣らし出勤後2週間、3週間、1ヶ月後に実施した。

	支援終了時の
状態と見通し
	約２ヶ月間の試し出勤から復職に至るまで順調で、再度仕事内容の変更があったが、作業適性も良好、適度な責任もあり、仕事にやりがいをもって意欲的に取り組めるようになった。職場環境、人間関係も良好。本人は、試し出勤が段階的で、仕事量への配慮や作業がマイペースで進められることに対して、「会社に感謝している」と面接時に語った。
治療・服薬は継続。妻との関係も回復し、妻もパートを始めた。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	復帰前より本人との面接を通して、再燃防止に心がけた。

本人の復帰にあたって、パソコンを使った業務や管理的業務、計画立案といったことについて苦手意識があるといった問題点を把握し、職場環境・仕事内容について会社にコンサルテーションを行い、復帰支援プログラム立案を進めることができた。
復職支援体制の基盤作りの機会の2ケース目で、復職判定会議、復職支援プログラム作成等スムーズにいった。



	今後改善すべき

と考えた点
	やむを得ず途中で支援員の交代があったが、支援員の途中交代は、本人に対して少なからず心理的な不安を与える可能性がある為、なるべくそのようなことがないようにすべきであったと反省が残った。

試し出勤の期間中の本人との面談は、面接時間の給与控除による経済的ストレスを勘案し、上司より状況を聴取し、上司を介してフォローを行うこととした。短縮勤務解除後は、作業現場で面接を行ったが、周囲に人の気配があると、会話に気をつけねばならず気を使った。この点について、上司やメンタルヘルス担当者と話し合うべきであった。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年４ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑支援終了後再休職なし

	
	状況： 

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
(該当者に☑,複数選択可）
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☐人事労務担当者　☑上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	真面目に勤務している

	業務遂行能力
	ルーチン業務をきちんとこなしている。本人が苦手としている人前で話すことは免除されている。

	支援前と比較
しての印象
	自分の持ち場の仕事は、責任を持って遂行している。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	人前で話すことやPCを使う作業等、本人が苦手とする業務は、免除という特別の配慮が継続されている。

残業時間なしを基本とした労働時間管理

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	メンタルヘルス担当者がラインケア・セルフケアの研修に参加し、管理職に情報の提供をしている。

同僚等に対して上司が職場のメンタルヘルスあり方について情報を提供している。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	復職までスムーズに進み、最終的に仕事内容の変更はあったものの、作業が本人にあっていて責任も任され、職場環境、人間関係も良好に改善された。

本人は、減給や肩書きにこだわるタイプでなく、それよりも、試し出勤を段階的に実施してもらえたことや一人作業でマイペースに仕事を進められるよう配慮してもらえたことに対して、「会社に感謝している」と話していたことが印象的であった。身体作業が中心のため、腰痛等を訴えることも度々あるが、再燃のきっかけにならないよう現在も面接を続けてフォローしている。

毎朝出勤拒否的気分はあるようで、朝食後出勤拒否的心境になり、再度布団をかぶって寝ているが、子ども達の登校時間に合わせ一緒に家を出ると出勤は出来るようである。もともと仕事に挑戦していくタイプではない様子を感じるにつけ、仕事の適正配置・上司・同僚たちの本人に対する関わり方が、キーポイントになると思われた。


８．事例からの課題　；この事例からＭＨ復帰支援検討委員会へ投げかけたい課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ９ 】
	支援目的
	うつ状態による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　サービス業（特許手続き）
	労働者数；　70名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

☐ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	就業規則の中の休職についての運用。


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；　1年4ヶ月
	休職歴；　有

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 青年前期より統合失調型パーソナリティ障害の疑いあり治療中
② 真面目、几帳面、何事にも熱心で現状を何とかしたいと思う気持ちから仕事以外にも予定を入れ過ぎる。

③ アパート住まいで、聞こえてくる隣人の声が自分に対して悪口を言っているという妄想から薬を大量に服用した。

④ 特許という一人作業の性格上周囲の同僚が皆黙って作業するが、そのことが本人にとって恐怖感を感じている。

⑤ 実家から離れての単身生活。
	有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	本人の性格、単身生活、環境の変化、職場環境から治療中のうつ状態が悪化


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	5ヶ月（9回）

	支援開始の時期
	復職直後

	支援専門家
	健診機関から派遣された、当該事業場産業医、担当の保健師（1名）

	経　　　過

[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　　　[1年4ヶ月]　　　　　　復職

休職期間

[復職直後から5ヶ月] 　　　　　　　　　　　　　

支援期間
支援終了後：　無
支援終了後の特記事項：　有                          復職後10か月で退職


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	大学入学の頃に発症。それ以降、継続治療。高学歴で資格を有する職を持っているが、元来、人間関係が不得意で、比較的対人業務の少ない職場に配置されていた。症状は、イライラ、落ち着かない、憂うつ、周囲の無口な同僚や路上で後ろを歩く人の靴音、及びエレベータや電車内の同乗者等に恐怖を感じてしまう。病気に対する不安、単身で家族（母親）から離れて生活する孤独感やこの先ずっと仕事を続けられるだろうかという不安が強い。

真面目な性格で仕事にプラスになることであれば何事にも取り組もうと無理をするため、疲労感がたまり自殺念慮を抱いてしまうことが要因として挙げられる。

	復職支援の
具体的な内容
	復職後から2週間後、その後3週間、1ヶ月に1回フォロー面接を実施。

初回面接では以下のことをおこなった。

1 本事業の説明：本人から復職支援事業同意書をもらわないといけないので、復職支援事業のリーフレットをもとに説明をおこなった。

2 休職に至る経緯の聴取：本人には過去2回の休職歴があったが、その時の状況や再燃の原因、復帰までの治療状況についてヒアリングを行った。

3 心身の状況を確認：精神状況、睡眠、食欲の有無、外出の有無、物事に集中できているかどうか等。

4 就業上、困難なことの有無や上司・同僚との人間関係について聴取：仕事の量・質的はどうか、及び支援が必要な時、上司や同僚との人間関係が影響するのでそのあたりを踏まえて聞いた。

5 家族への連絡有無：前回の休職の際、自殺未遂があったが、毎晩の母親との電話連絡が途絶えたので、深夜、母親が駆け付け、部屋の鍵を管理人さんに開けてもらって発見され、助かったという経緯があった。そのことより、母親と必ず電話連絡をする約束になっている。

6 治療、服薬状況を確認：2週間に1回の受診と決められた薬の服用がなされているか確認

2回目以降は生活状況チェック表を渡し、出来るだけ毎日実施、その結果について確認した。休日は、仕事以外全く外出しない（実家へ帰宅する日以外は）等の休日の過ごし方についてアドバイスをした。

	支援終了時の
状態と見通し
	支援専門家（医師）自作の生活チェック表を使った評価では、精神面で、イライラ、不安、ゆううつ、落ち着きがない、物事に集中できない、やる気がない身体のだるさ等の状況も時々あるようだが、仕事は続けられている。
休日等には引きこもり、「離人感がある」ことを訴えたので、実家への電話・連絡等を頻繁にすることや、職場の同僚からの声かけを社内メンタルヘルス担当者に依頼した。3カ月経過後より、身体が慣れ疲労感も少なくなり「この調子でいけば仕事は持続できる」と本人の自信につながってきた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	メンタルヘルス担当者は本人の対応に不安を感じていたが、復帰後の本人への対応についてコンサルテーションを行ったことは、担当者の不安軽減に繋がったものと思われる。

状態に波があるので、良い状態と悪い状態を把握し、腫れものに触れるような対応でなく、その時々の状態にあった対応を提案した。

	今後改善すべき

と考えた点
	前年度中の休職期間が半年以上の場合、次年度からの給料が１５％減給される規則になっていたが、本人はそのことを知らなかった。入社面接の段階で、本人に就業規則や休職期間によっては翌年の給料の減給があること等、会社側が説明し、本人の了解を得ておく必要があったと思われる。

単身生活、病歴、休職となった原因について職場の人事総務担当者が聞いていたのかもしれないが、人事総務担当者が休職中に入れ替わり申し送りがなされていなかったことや、上司と面談することがなかったので、復職後のフォロー面接がスムーズだったとは言えなかった。事前に復職者の情報収集のための打ち合わせをしっかり計画する必要があった。今後、職場復帰の体制づくり、プログラム作成を検討される様に資料を渡した。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　9ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☐就労中　□休職中　☑退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑支援終了後再休職なし

	
	状況： 

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☐上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	月１日休暇の取得をし、勤務していた。

	業務遂行能力
	退職するまでは、残業する時もあり、自分の仕事量はこなしていた。

	支援前と比較
しての印象
	不明

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	労働時間管理の実施

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例より、本人の状態から復職可能かどうかの見極めが重要であることを再認識した。本人にとって、この職場に復帰することが本当に良いことなのかどうか（親元を離れての生活を継続することになるので）についても検討する必要があったのかもしれない。

主治医とのコンタクト不足（物理的距離よりコンタクトが取りにくく、メンタルヘルス担当者や上司に電話をしてもらって情報をもらう形であった。）についても反省が残る。本人が個人情報が漏れることを非常に気にしていたので、会社側も立ち入れない部分があり、支援専門家としても情報交換ができなかった部分がある。

産業医や産業保健スタッフがいない事業場において、復職後の支援体制が計画・実行できたことは良かった点と思われる。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１０ 】
	支援目的
	抑うつ状態による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　開発・販売業（自動車部品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	☑ 専属

☐ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	有り


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；　5ヶ月
	休職歴；　無

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 中途採用で子会社へ出向となった。
② 係長として新プロジェクトの中核的役割、仕事の質的問題で悩んでいたが,

③ 上司や同僚に支援を求めることに自分のプライドが許さなかった。

④ 上司との人間関係が悪かった。
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	中途採用、出向で職場環境、人間関係になじめず,求められる仕事の質も高く、自信喪失し、抑うつ状態となる


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	6ヶ月（10回）

	支援開始の時期
	休職1ヶ月後

	支援専門家
	健診機関から派遣された当該事業場担当の保健師（1名）

	経　　　過

[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　　　　 [5ヶ月]　　　　　　　 復職

休職期間

　　　　　　　　　　　[休職１ヶ月後から復職後2ヶ月までの６ヶ月]

支援期間

[1年]　　　　　　　　

支援終了後：　契約の中で月1回面接を実施

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	中途採用。念願のネームバリューがある企業へ就職できたが、１年程前に子会社へ出向となった。出向先では係長として新プロジェクトの中核の役割となった。しかし、仕事内容が難しい上に、プロジェクトの課長・係長との人間関係が悪く、仕事のやり方を全面否定され、自分の意見や仕事でわからない点も聞けず、作業能率が低下、自分の席にいられなくなり、ゆううつ、不眠が続くようになった。

＜就業を困難にさせていた要因＞
・上司との人間関係
・自分の能力不足を感じる。
・出向先の社風になじめず、退職したいと思いはじめた。

	復職支援の
具体的な内容
	＜休職中＞
治療・内服により休職後2ヵ月より精神的不調は徐々に好転し、睡眠もとれるようになり、出勤時間に起床、プールや図書館に通えるようになった。
子犬の飼育もはじめた。人付き合いにおいて、「人の顔色をうかがう」「素直に自分の気持ちが言えない」等と反省したり、仕事に対するスタンス（「仕事のかかえ込み」「自分で何とかしなければ」）や、仕事内容の勉強不足、自分の性格についても気づきがみられた。再度、会社規程・賃金・就業規則等の確認や社員の考え方、物作りにかける労力、社員の能力の高さを再認識し、退職の気持ちが薄れてきた。
＜復職前＞

主治医からの「部署変更が望まれる」という意見より、メンタルヘルス担当者に復職時の対応についてコンサルテーションを実施、産業医の復職判定面接時、職場上司へ産業医より意見書を提出してもらった。新職場の上司とも面談し、本人への対応や仕事の量や質について助言した。本人にも復職後の仕事の取り組み方や職場の人間関係の対応について確認した。

＜復職後＞

復職後2週間、3週間後、1か月後とフォロー面接を実施し仕事への適応状況や心身の状況、生活リズム、治療状況について確認した。その結果についてメンタルヘルス担当者に報告した。

	支援終了時の
状態と見通し
	部署・仕事内容の変更で、職場上司との復職時の対応についてコンサルテーションしたことが生かされ、本人が孤立して不安にならないようサポート役の係長より詳細な仕事のスケジュール表を作成してもらった。

支援終了時には治療・服薬は継続中であったが、主治医からは、3ヵ月後に治療を終了する予定であるとの報告を受けている。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	＜本人に対して＞

・休職中の月1回の面接で、心身の状況や治療状況を把握し、人間関係や、事後とのやり方が分からないと期限を過ぎても抱え込んだままで、上司や同僚に「わからないので教えてほしい」と素直に言えない自分の性格（プライドが高い）に気づきが生じた。
・職場や自分の席に行けない状況であった為、職場以外の場所で上司と面談してもらったり、昼食を食堂でとったりして、職場の雰囲気に慣らしていったことは本人の回復にとって効果的であったと思われる。

＜職場に対して＞
職場の上司・メンタルヘルス担当者とコンサルテーションした結果、部署変更や仕事内容の配慮がなされ、復職時のサポートもしてもらえ効果的であった。

＜その他＞

ペットの飼育は、本人の癒しとなり、両親や周囲の人とのコミュニケーションのきっかけができた。

	今後改善すべき

と考えた点
	復職後、体調の良いことから、通院は継続していたが、服薬の飲み忘れが頻繁にあり、そのことによる副作用で、一時的に体調が悪くなり、自分のなかに閉じこもる状態となり再燃を心配することがあった。職場上司やメンタルヘルス担当者と連絡をとりあい、主治医との連携を視野に入れた対応を支援専門家がとることが必要であった。


６．現状の確認結果

	１．実施の時期
	支援終了から；　　11ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　☐退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑支援終了後再休職なし

	
	状況： 

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☐上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なく出勤出来ている。

	業務遂行能力
	新規プロジェクト担当として仕事をしている。

	支援前と比較
しての印象
	支援前と変わりない状況。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	労働時間管理の実施、作業環境の配慮（人間関係に配慮）

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	セルフケアとして、一般従業員に「職場のメンタルヘルス」について研修を実施。（メンタルヘルス不調の早期の気づきやストレス解消法）

ラインケアとして、管理監督者研修（メンタルヘルス不調者の事例をもとに）を実施。


７．本事例の振り返り 

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	主治医からの意見書どおり、本人は配置転換となった。復職時、新しい職場の上司には、本人が新しい職場で孤立して不安にならないようコンサルテーションしたことが活かされ、上司は本人が孤立して不安にならないような1ヶ月分のスケジュール表を作成してくれた。そのお陰で、本人はスケジュール通りに仕事をこなすことができ、自信の回復へ繋がったと思われる。

本事例は、組織的にメンタルヘルス活動がなされているので、職場上司等へのコンサルテーションもスムーズに行うことができ、本人とっても良かったと思われる。また、従業員個人もメンタルヘルス不調に気づき、相談体制を利用して早期に職場復帰が果たせた。

職場復帰はスムーズに運んだが、一方で、上司、メンタルヘルス担当者と支援専門家が連絡を取り合うことが遅れたことや、産業医と主治医の情報提供書依頼等に時間がかかった。そのあたりをメンタルヘルス担当者に支援専門家が積極的にコサルテーションする必要があった。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１１ 】

	支援目的
	躁病相の存在が伺えた労働者の、うつ状態による休職状態からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（建築資材）
	労働者数；　100名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし


	労働者
	男性（50歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；２ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 休職当時の部門責任者との人間関係ストレス（考え方の違い、評価されない）
② 会社のため自分・家庭をある程度犠牲にし、仕事を積極的に引き受け没頭する傾向があったが、それが評価されないとストレスとなりやすい
③「躁とうつがある」との主治医の指摘、気分安定薬の処方、面談での多弁さ
	有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	双極性障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	６ヶ月（９回）

	支援開始の時期
	復職後２ヶ月経過段階

	支援専門家
	健診機関から派遣された当該事業所担当の産業医、健診機関メンタルヘルスサービス部門の臨床心理士（２名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[3ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　   　　[復職前１ヶ月から復職後5ヶ月まで合計6ヶ月]

支援期間

支援終了後：フォローなし

支援終了後の特記事項：　有 　　　　　　復職5ヶ月後、欠勤発生


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人の持つ問題点：初回時、すでに主治医の復職可能診断書が出ており、うつ状態ではなく元気そうに見えたが、やや多弁な印象で話が脇にそれやすかった。気分安定薬も処方されており、躁病相の存在が窺えた。

就業困難の要因：休職当時の部門責任者との人間関係ストレス。

	復職支援の
具体的な内容
	復職前に臨床心理士が復職準備性を評価し、産業医に報告。その後、産業医が復職可否面談を行い可能と判断し、会社側に就業上の配慮事項（時間外勤務・交代勤務・休日勤務・出張の禁止、復帰当初は時短勤務より開始、配置転換の配慮のお願い）を文書で伝達すると同時に、主治医に同様の情報提供書を送付。

復帰直後は臨床心理士が異動先への適応状況および勤務時間の負担の程度を確認。フルタイムへの時間延長スケジュールが急すぎると判断し職場担当者にスケジュール調整を依頼。その後は定期的にフォロー面談を行い適応状況や生活状況等を確認し、随時産業医に報告した。

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰直後は、一時うつ状態再燃の懸念があったが、時間延長スケジュールを緩めたことで回復、その後も順調に適応を示した。しかし後半の面談では、本人が思うようには回復しないことへの焦りと従前のパフォーマンスが発揮できないことへの苛立ちを表明されるようになった。支援終了時に再度不調となり休みはじめたため、フォローは中断、再び治療を受けるようになり、見通しの立たない状態となった。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	主に面談を担当した臨床心理士と当該事業所の産業医が同チームであり、状態、復職可否や就業上の配慮等の判断に必要な情報等について随時共有できたことにより、会社側との調整がスムーズに行えた。

面談時に躁病相についての疾病教育や、再発防止策の話し合いを通じ、負荷をコントロールし疲労を蓄積させない必要性の理解を促したことで、急激に負荷が増大しないよう、仕事その他の活動に注ぐエネルギーをセーブしたり、疲労を早めに回復させる本人なりの工夫を行うようになった。

	今後改善すべき

と考えた点
	回復への焦りについては、従前のパフォーマンスに戻るまでは時間がかかるものとの認識をもってもらうよう、より強く働きかける必要があった。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　☑休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（９ヶ月間、時期：復職から５ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 不安定な状態が続き、再休業。このままでは休職期間満了による退職が危惧される。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	体調が悪いながら出勤はしていたが、再休業に至る。

	業務遂行能力
	与えられた仕事はこなしていたが、職場があっていなかったのかもしれない。

	支援前と比較
しての印象
	あまり変わった気はしなかった。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	復職前の職場を異動し精神的負担の無い仕事に就かせた。

また職場の上長、同僚も注意して本人の面倒をみた。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	管理職全体のメンタルヘルス研修を実施。


７．本事例の振り返り
	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例に関わった主治医、人事担当者、産業医、臨床心理士間の情報連絡、連携はスムーズかつ十分であり、復帰に際して本人に対し十分な業務上の配慮が行われたケースと思われるが、結果的には支援期間終了直前に不調が再燃し、再休業に至っている。復帰後の症状コントロールやセルフケアが不十分であったと思われ、双極性障害と思われるケースへの対応の難しさを感じた。

支援期間終了後もフォローするような提案を事業所側にすべきであった。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□双極性障害が疑われた場合、経過は長いと思われ、通常よりフォローに要する期間が長くなる可能性に留意すべきと、手引きに付記してはどうか。
	手引きの中で対応させていただきます。（手引き編80ページをご参照ください。）


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１２ 】
	支援目的
	統合失調症が疑われ、約半年間休職した労働者の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　小売業
	労働者数；　50名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	□ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	明文化されたものはないが、支援者のコンサルテーションにより、休職時の対応から復職後のプラン決定までの対応の流れができている。


	労働者
	男性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　販売　）
	役 職
	管理職・一般

（支援開始時）


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　適応障害
	休職期間；6ヶ月
	休職歴；　無し

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 職場で管理的な立場となり、精神的・身体的な負荷が高まった。
② 上司との人間関係が負担となった。
③ 子どもが産まれ、妻との関係や子育てが負担となった。
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	統合失調症


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	6ヶ月（12回）

	支援開始の時期
	休職後4ヶ月経過段階

	支援専門家
	2名（精神科医、臨床心理士）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　[6ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前2ヶ月から復職後4ヶ月まで合計6ヶ月]

支援期間

支援終了後：　無し

支援終了後の特記事項：　有　　終了後5ケ月で退職し、 パート職員となる


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人が職場で急に怒り出したり被害妄想的な言動（社内電話で「誰かに陥れられている」と訴える等）をみせたため、人事部が精神科受診を促し「統合失調症」と診断された。不調になった背景には、職場で管理的な立場となり精神的・身体的な負荷が高まったことや、上司との人間関係が関連しているとみられた。このため管理的な業務から外れ勤務地も変更して勤務を続けたが、状態が悪化し、通院開始から３ヶ月で休職となった。休職中に主治医が替わり診断名が「適応障害」となった。

就業を困難にさせていた要因としては、管理業務による仕事の負荷の増大、上司との人間関係、職場の不安（本人の被害妄想的な言動により職場が混乱した経緯があるため）があった。

	復職支援の
具体的な内容
	＜休職中＞

本人と面談し、休職に至る経緯や現在の状況を確認するとともに、情報依頼書により主治医からも情報を得た。また職場からも聴き取りを行い、職場の状況や、休職・復職に関する規定を確認した。

仕事上では、売り上げなどに責任を持たなければならない状況で、上司から注意や指示を出されることがストレッサーとなっていた。また仕事が忙しくなった時期に子どもが産まれ、育児や妻との関係も負担となっていた。

症状はある程度落ち着いているものの、「転職したい」と口にするなど現実感が乏しく、抽象的な話しになると考えがまとまらない様子だった。また毎日２、３時間程度の昼寝をするなど、体力や生活リズムにも問題があった。

これらの情報を総合して復職準備性を評価し、本人の復帰の見通しを立てた。また、就業中と同じ生活リズムに戻すために、生活記録票を活用して本人が主体的に生活管理をするようにした。面談では、仕事や生活に関する相談を受け、本人が考えを整理することをサポートした。

＜復職前＞

復職前に面談を実施し、主治医からの情報提供をもとに、会社側に就業上の配慮事項について、文書と電話で伝達。同時に、主治医に同様の情報提供書を送付した。

復帰後は管理業務を外し、一日２時間の短縮勤務から始め、２ヶ月かけて段階的に就業時間を延長していくこととなった。復帰初日は職場が最も忙しい曜日を避けること、本人の状態を知る上司と本人が同じ日に勤務できるよう調整することなどを助言した。

本人に不調となった時の状況を振り返ってもらい、「イライラする」「眠れなくなる」などの不調のサインを確認。本人が不調に気づき、自己管理するための助言を行った。

また、復帰先の職場が本人への対応に非常に不安を感じていたため、本人への接し方について「休職の理由は聞かないでほしい」といった本人の要望を伝えるとともに、本人の不調のサインを上司にも伝えるなど、具体的な対応について助言をした。

＜復帰後＞

復帰後は職場にスムーズに適応し、当初の復帰プラン通りのスケジュールで勤務時間を延長できた。支援終了時には残業無しのフルタイム勤務をこなし、漠然とした不安は低減して仕事への意欲も回復した。



	支援終了時の
状態と見通し
	支援終了後に就業制限が解除されたが、小規模店舗で管理業務を免除された形であれば、残業を含めた通常業務が可能と思われた。

職場としては、支援終了後5ヶ月の時点で本人が管理業務を担当できるようになることを期待しており、本人にもそれを伝えていた。支援者からは異動と昇進など、大きな変化が2つ重ならないよう配慮するように職場に助言した。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	＜本人への支援＞

・職場が支援専門家に復職支援を要請することで、本人の復帰を本気で望んでいることが伝わり、本人に安心感を与えた。

・本人の仕事や生活に関する相談を受け、本人が考えを整理することをサポートした。

・生活記録票により、自らが主体的に生活管理をするようにした。

＜職場への支援＞

・復帰に際して、本人に対してどのような配慮が必要かを具体的に示し、職場が復帰プランを策定するための助言を行った。

・復帰先の職場への助言を随時行った。

＜その他＞

・主治医への情報提供を行い、治療と復職支援の足並みが揃うよう配慮した。

・職場が非常に協力的で、支援者の提案をほぼ全面的に受け入れて、段階的に就業制限を解く復帰プランを策定した。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果

	１．実施の時期
	支援終了から；　　　6ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　□退職　□死亡　

☑その他（退職し、パート職員として就労中）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況：　勤怠に問題はなく、心身の健康状態は落ち着いているものの、社員として期待される管理業務を遂行するのは困難であった。いずれ管理職業務を担当する必要があったため、本人と上司や担当者が相談を重ね、支援終了後５ヶ月で退職し、パート職員（１日８時間、週５日勤務）となった。精神的な負担が減り、気持ちは楽になった様子である。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なし

	業務遂行能力
	自分で判断をすることや、複数の仕事を並行してこなすことが難しい。

	支援前と比較
しての印象
	心身の健康状態は良好で、表情も明るい。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	復職に際しては、職場において本人に対してどのような配慮が必要かを具体的に示した。また復職後も上司や担当者への助言を随時行った。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	統合失調症が疑われる労働者への復職支援は困難と思われたが、本人の就労を困難にしていた要因を明らかにして環境調整を進め、職場の不安にも対応することで、復帰後順調に職場に適応することができた。

本事例では、本人と担当者、上司が定期的に面談して状況を把握し、必要なときに主治医の意見も聞くということがなされ、支援終了後もその対応が維持された。このように、職場や担当者が専門家からのコンサルテーションを受けながら事例対応していくなかで、不調者への対応のポイントをつかみ、職場のメンタルヘルス体制が整備されていくことが、本支援の大きな成果であったと感じた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目

【 事例Ｂ１３ 】

	支援目的
	１、休職中・復職後におけるサポート　　２、メンタル支援体制の強化・構築


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　サービス業（事務関係）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	作成あり（作成中）


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　適応障害
	休職期間；　5か月
	休職歴；　無

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 部署異動による業務内容の変化や正規・非正規職員との軋轢
② 
③ 

④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	５ヶ月（　９回）

	支援開始の時期
	休職後　１.5ヶ月経過段階

	支援専門家
	産業医・保健師（2名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　[ 15ヶ月以上（継続中）]

休職期間

　　　　　　　[休職開始 1.5ヶ月後から合計 5ヶ月]

支援期間

[ 10ヶ月]　　　　　　　　　　　　　　　　　

支援終了後：月1回の産業医

（または保健師）面談

支援終了後の特記事項：　有・無　


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・部署の異動に伴い、住民からのクレーム処理などを行なうようになり、これら大幅な業務内容の変化に加えて、職場内の正規・非正規職員の人間関係の軋轢に心理的ストレスに感じていた。その他の人間関係においての問題は聞かれていない。メンタルヘルス不調による休職歴はなし。医療機関を本人が受診し、適応障害と診断され、１ヶ月の休養を指示された。

	復職支援の
具体的な内容
	（休職中の支援）

産業医・保健師面談
・休職中の連絡方法の確認
・健康状態の確認（日常生活日誌　自己チェック表の活用）
・治療状況の確認
休職2ヶ月目に産業医面談を予定していたが、体調不良を理由に面談中止となった。翌月の面談で、自己判断で精神科通院を中断し、内科通院に変更してことが分かった為、産業医が再度精神科受診を促した。
職場からの情報収集
職場巡視、上司・同僚への面談することで、本人を取り巻く職場環境を確認できた。部署異動について、本人がどのように職場で表現していたのか、またどのような症状があらわれていたのかなど、職場の同僚や、上司からの情報を収集することができた。

主治医意見からの情報収集
・本人に同意を得て、主治医に情報提供依頼書の送付をするも、返信がないため、直接支援員が医院に出向くなど試みたが、主治医が診療中で面会できず、情報を得ることができなかった。情報交換が支援員との間で行なえないことなどを理由に、通院先を変更する事を本人に勧めたが、本人希望により通院を継続する事になった。

	支援終了時の
状態と見通し
	・支援終了時点では、休職継続中
・本人面談、今後は定期的な体調の確認を行なう予定

支援終了時点では、本人の状況はまだ不安定であり、主治医からも3カ月間の診断書が出された状態であった。支援員が定期的な面談をすることによって少しずつ快方に向かっているのを確認できた一方で、本人の就業意欲は感じられなかった。また主治医に対しても治療状況を確認できないもどかしさを感じた。

本人の復職意思および主治医意見等が整い次第、試し出勤（復職）に向けて手順を履行する。その際は部署の異動も考慮する必要があると思われた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	休職中の面談
・健康状態および治療状況の確認を行なったことで、治療の自己中断を最小限に防いだ。

	今後改善すべき

と考えた点
	主治医との連絡体制、協力関係の構築については、課題が残り、今後の改善が必要と考えられた。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　☑休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（休職継続中、　時期：前回の休職から ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 現在も休業継続中。月１回通院され、産業医または保健師面談が月１回面談を実施している。

確認の時点では、体調改善がみられ主治医の復職可の診断書が提出された。今回の支援事業で作成した復職支援マニュアルどおりに復職に向けて準備を行っている。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☑上司

☑その他（　同僚　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	大きく問題なし

	業務遂行能力
	大きく問題なし

	支援前と比較
しての印象
	復職を間近にして表情に元気がみられてきている。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	管理職研修を実施


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例のように、休職が長引く事例に対しては、復職意欲を高めるような支援の成果が出にくく、産業保健スタッフとして、適応障害に対する支援の難しさを感じた。時期によっては、休業中に関わることが、休業者の焦りをかきたててしまう印象があり、主治医に任せて本人との距離を置いた方がよいのかもしれない、と感じることもあった。

本来主治医に治療状況など確認しながら支援を行なっていきたいところであったが、提出される診断書の文面も内容が変わらず、主治医との連絡・連携も取れない状況であった。よって産業保健スタッフが、行なっている支援内容についても、客観的評価をすることが難しかったことは否めない。このとのことより、精神科医療機関の中でも、職域でのメンタルヘルス対応に協力的な医療機関とのネットワークを産業保健スタッフ側も構築することが必要だと思われた。

復帰の過程で使用した自記式の生活日誌は、本人の状況把握を行なう参考となり、生活リズムを立て直す効果につながった。期化するメンタル不調者に対しての復職支援は、惰性的になる傾向があるので、今後は何らかの工夫が必要だと感じた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑主治医から情報が得られなかったこともあり、本人の全体像の把握が困難だった。そのため、今後は協力できる提携病院等のネットワークを構築していきたいと考えているが、ネットワーク構築の方法が分からない。
	本ケースは健診機関として努力なさったにもかかわらず、おそらくは主治医側の理解不足等により、情報交換が難しかった事例だと考えます。主治医が最初から拒否的な場合には可能な限り理解を求めていく以外は無いものと考えられます。

適応障害という診断書上の病名について確認を試みられたにもかかわらず、主治医から確認や他の情報が得られない中での対応はご苦労が多かったことと拝察します。

今後の事業化におけるネットワークの構築に関しては、ケース対応以前から、可能であれば、近隣の専門医療機関の情報を医師会や関連団体のHP等から得た上で、対象事業所の担当者と共に訪問してみるなどすることで、少しずつ充実させることができます。医療機関を訪問する際には予め予約をお願いし、事業所におけるメンタルヘルス対策の現状や復職支援事業としての健診機関側の立場や役割をよく説明し、専門医に理解をしてもらうことが重要です。実際に紹介を行ってみた後の対応や受診した労働者からの印象等の情報も、ネットワークの充実に有用です。

担当者に同行してもらうことは事業所側の従業員の立場で利便性や情報守秘の程度が把握でき、ケースに応じて医療機関を選ぶことが出来るというメリットがあります。

専門家以外でも主治医とのコミュニケーションをとる場合には後にスムーズなやり取りが可能になることもあります。

なお、ケースにおける対応では、主治医に対する医療情報提供を求める際に本人の同意を得ていることがわかるように書式を工夫することができます。また、本人から主治医に受診の際に、健診機関担当者から連絡があるということを言っておいてもらうことも可能です。

社内ルールとして、一般にセカンドオピニオンと呼ばれるような、他の医師に対しての評価のための診察を命じる手順が導入できていると、他の専門医に評価を依頼することもできます。事後、主治医に対して、信頼関係を損なわないように、タイミングをみて、評価結果や事業所側の対応をフィードバックすることもできるでしょう。



	2
	□主治医から情報が得られず、本人の病状が分からない状況の中で、どう寄り添っていけばいいのか悩んだ。
	本ケースの対応で、自記式の生活日誌や、自己チェック表に記入を促すことは有効だったと考えます。また、今回のケース対応において、粘り強く対応されたことが本報告書から理解できます。

もしも、記入が困難な病状や状態の場合には書かなくてもよいという説明を行うとよいかもしれません。

メンタルヘルス不調者対応マニュアルのような、事業所におけるルール策定の中で、生活日誌の記入ができ、その内容が勤務に耐えられるようなレベルと確認できれば、職場復帰の検討が可能になる、というような項目を入れていると、不公平感がなく、本人も理解しやすく、健診機関側も対応しやすくなるものと思います。

適応障害という診断名が正確であったとすると、職場要因や職場外の要因をよく検証し、それらの解消を本人や管理職等と協力し試みるというスタンスに立つのがよいかと考えます。

メンタルヘルス不調の中には慢性的な経過や再発・再燃を繰り返すケースが少なからずあり、健診機関側の努力に関わらず、休職や十分な勤務が出来ない状態が遷延する可能性があります。そのようなことも事実として受け止め、事前や、ケース対応の途中でも、本人、人事担当者や管理職と共通認識を持つようにしていくことも、対応の中の選択肢として、あるいは、サービス提供を行う健診機関としてのスタンスとして、念頭におかれても、よいのではないかと考えます。




☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１４ 】
	支援目的
	個別対応として休職中、復職後におけるサポート


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　サービス業（事務関係）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	作成あり（作成中）


	労働者
	女性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（専門職　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　５.５ヶ月
	休職歴；　無

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 業務内容の変更
② 職場内の常勤・非常勤従業員の人間関係上の軋轢
③ 業務量の集中
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	4ヶ月（　7回）

	支援開始の時期
	休職後　3ヶ月経過段階

	支援専門家
	産業医・保健師（2名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　[ 5.5ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　[復職前 2.5ヶ月から復職後 1.5ヶ月まで合計 4ヶ月]

支援期間

[ 9ヶ月]　　　　　

支援終了後： 産業医･保健師契約の中で時々面談実施

支援終了後の特記事項：　有・無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	休職2ヶ月前から職場の欠員により、業務内容が保育士から栄養士へ変更となった。また、本人は職場内での唯一の有資格者であったこともあり、業務が集中する傾向にあった。これらに加え、職場内には常勤職員と非常勤職員の人間関係上の軋轢があり負担に感じていた（本人は常勤職員であった）。その後、本人が近隣の精神科を受診し、うつ病と診断された。その他、本人が抱える家庭内の問題（障害を持つ子供のケアや交替勤務をする配偶者など）との関連もストレス要因として示唆された。

	復職支援の
具体的な内容
	当該事業所はメンタル不調者がここ数年毎年発生し増加傾向にあったが、従来の嘱託産業医・保健師の契約内容では、メンタルヘルス不調者対応マニュアル作成、休復職支援までの十分な体制構築に関するサポートができなかった。この専門家派遣事業によりそれらが可能となり、本事例には作成したメンタルヘルス不調者対応マニュアルを適用するに至った。

具体的には以下の内容を行なった。

・休職中の産業保健スタッフの面談 
休職中の本人と職場の連絡方法の確認、健康状態の聴取（自己チェック表の活用）、本人の家庭環境の聴取を行なった
・上司・同僚との面談，職場巡視
職場上司との対応方法の確認

（本人の同意の上）主治医に対して本人状況に関する情報提供 
・職場の規定説明、情報提供依頼
休復職の手順マニュアルの作成補助 
試し出勤に関する調整
・４者面談 ・試し出勤プランの作成，説明

復職訓練開始期間として1ヶ月を設け就業時間を3段階に分けて伸長した。

・経過面接（本人と上司）

復職判定に際して復帰職場の情報収集や、上司の不安等に対する助言を行なった。また試し期間中の本人の状況確認を通して、職場のコミュニケーションや就業上の配慮については、引き続き支援・助言を行なう必要性があった。

・復職判定　4者面談

復帰先は元の職場とし、業務内容の変更は行なわないこととした。また、就業配慮として職場内での役割分担をし、休職前に行っていた兼務業務については体調面が回復するまで行わないこと、補助職員による業務負荷の軽減を行なうことを、産業医の意見書として内容を明確にした。

・復職後のフォロー面談　（本人と上司）

復帰後の本人の体調と勤怠について、本人と職場上司より確認した。

	支援終了時の
状態と見通し
	試し出勤を経て、正式に復職した。
今後、業務上の役割分担を予め明確にすること、また二人体制での業務計画を組む等を行ない、職場環境改善を段階的に進めた上で、経過面談にて本人状態の確認と評価を行ない，再発予防に努めることで順調な回復を目指す。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	職場内でのコミュニケーション不足が問題の背景にあった。本人、上司、同僚と面談、主治医との連絡を通じ、本人の状況を把握し、問題点を共有することができた。試し出勤前の4者面談では、業務内容や就業配慮について、職場の共通の認識と合意を持って進めることができた。その結果、本人も安心して試し出勤に望むことができた。今回の支援事業で復職プランを作成できたことによって、以前より線密な対応ができたと思われた。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後） 

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 

・復帰直後は月1回の産業医または保健師面談を実施。勤怠や体調面において、特に問題はなかった。

・職場の異動があったが、担当業務や人間関係で新たな問題が生じることなく、また体調面においても順調な経過のため、フォローを終了とした。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☑上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	大きく問題はなく良好である

	業務遂行能力
	大きく問題はなく良好である

	支援前と比較
しての印象
	大きく問題はなく良好である

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	それまで不明確であった業務内容、役割分担を明確化した。作業負荷については補助職員をつけるなどを行い、作業環境の改善を行った。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例は、産業保健スタッフが作成した復職支援プログラムや休復職支援マニュアルが、円滑な支援に寄与したケースであった。

支援開始時期は、すでに順調に回復しているタイミングであったが、その回復過程を追いながら、復職支援プログラムに必要な手順、各ステップを省略せずに追うことができた。このことは、本人にとっても、周囲でサポートする事業場・事業場外スタッフにとっても有用であった。また、本ケースを通して、職場の関係者と支援員のコミュニケーションの場を複数回もつことで、メンタル不調者の支援に対する統一の認識ができたことも効果的であった。

メンタルヘルス不調者の回復状況の確認ツールとて使用した生活日誌は、本人の1日を振り返り、心の整理の時間を持たせることに繋がった点で、効果的であったと考えられる（このツールは、復職後もしばらく継続して使用し、効果的であった）。

本事例では、十分な時間と回数を面談にあて、丁寧なサポートを継続できたことが良好な結果に繋がったと考えられる。これに対して、事業場の予算や支援スタッフの時間の制約がある場合は、段階的な支援のステップを十分に押えていくことができないこともあると思われる。今後はそのような状況での支援ポイントを産業保健スタッフが、学んでいく必要もあると感じた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□
	


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１５ 】
	支援目的
	休職中から本人・職場・主治医・産業保健スタッフ間で情報共有を行い、円滑に

復職できるよう支援する。


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；情報通信業
	労働者数；　600名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

☑ その他

	復職支援プログラム
	今回の支援時に、本社人事部を対象として体制作りまで行った。


	労働者
	女性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；適応障害　抑うつ反応
	休職期間；　4ヶ月
	休職歴；なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 全く経験のない業務に就いたこと、職場の支援の少ない一人作業であったことに伴う心理的負担の増加
② 主治医が休職の上での通院治療を勧めたが、本人は拒否した
③ 職場は②について本人から相談されたが、産業医に報告しなかった
④ 精神科治療の自己中断
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	適応障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	5ヶ月（9回）

	支援開始の時期
	休職直後

	支援専門家
	健診機関から派遣された、当該事業場担当の産業医・保健師（各1名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　[4ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　[休職直後から復職後 1ヶ月まで合計 5ヶ月]

支援期間

[8ヶ月]　　　　　　　　　

支援終了後：　産業医契約の中で月に1回面談実施

支援終了後の特記事項：　有　（復職後９ヶ月目に転勤）


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	支援開始2年前の配置転換により、全く経験のない業務に就いたことに加え、作業の指導や職場の支援の少ない一人作業であったことに、本人は負担を感じていた。配置転換後1ヶ月後より起床困難・めまいなどの症状が出現した。配属2ヶ月後に精神科を受診し、主治医より休職の上での通院治療を勧められたが、本人はこれを拒否した。職場は本人から相談を受けるも、特に産業医に報告せず、就業配慮として1ヶ月間だけ別業務に異動させる措置をとった。

その後は再び元の作業に戻り、治療を継続しながら就業を続けていたが、通院開始6ヶ月後に、体調の回復を理由に本人は通院を自己中断した。治療中断1年3ヶ月後、繁忙期の業務量増加に伴い再度体調不良が出現。精神科を再受診したところ、休職を勧められた。休職に抵抗感の強い本人に対し主治医は、産業医への相談を提案し、その後本人の申し出により産業医面談に至った。面談の結果、産業医は、休職の上、治療の必要性があると判断した。そのため本人に対して、休職の必要性や、産業保健スタッフの支援を受けられることの説明を行い、本人同意の下、産業医から主治医と職場上司にこれらを報告した。結果、主治医から治療のため休職を要する旨の診断書が発行され、休職に至った。



	復職支援の
具体的な内容
	【休職中の支援】

本人は、休職中に職場と遠隔地にあたる実家に帰省することを希望した。本人の同意を得て、休職中の職場や支援員との連絡方法を取り決め、支援員は主にメールで本人の健康状態・治療状況・復職意思の確認を行った。また、本人希望に応じて休職中の面談も実施した。

職場に対して、休職中にとった本人との連絡内容は、共有が必要と思われる内容について職場上司と支援員間で定期的に報告を行なった。また（休復職の判断を行なう）本社人事部に対しても、推奨される復職手順や復職支援について説明を行い、了承された。

主治医に対しては、職場復帰までの手順、主治医意見書などの必要書類と発行時期等について書面と電話で説明を行なった。

【復職時の支援】

本人の復職希望に基づき、産業医が面談を行なった。その際に、職場復帰について主治医より実家近辺の支社への転勤が勧められており、また家族もそれを希望していることが判明した。しかし、その場合に、実家から支社までの通勤時間が長いことと、復職時の業務内容がこれまでと変化する配置転換に対して、本人は強い不安を持っていたことが分かった。

このため、本人の同意の下、まず主治医に対して、産業医から主治医提案の復帰方法について、本人が不安を抱いていることの情報提供をした。その結果、本人、家族、主治医が話し合い、転勤を行なわない形で職場復帰することとなった。復帰に際しては、休職前に本人のストレス要因となっていた業務形態（一人作業）を変更し、復帰直後の業務量をコントロールする目的で、一時的に出張・残業を制限する就業上の配慮を行った。

職場に対しては、これらの経過を報告しながら、本人の希望及び、主治医意見を踏まえて、復職についてのコンサルテーションを行なった。

【復職後の支援】

本人に対して、復帰後も産業医が定期面談を実施し、健康状態、復帰後の適応状況を確認した。

復帰後、職場上司に対して、本人の了解の上、本人の状態について、定期的に報告することとした。

また主治医へは、職場復帰の結果と経過について報告を行なった。



	支援終了時の
状態と見通し
	4ヶ月の休職期間を経て、職場復帰に至った。

本人の培ってきた技能を活かしながらも、職場環境の変化に伴うストレスを最小限にとどめることができ、休職前と同じ部署に業務内容を変える形で職場復帰を果たした。
復帰後1ヶ月以内にフルタイムの定時勤務を行うことが出来るようになった。今後は、定期的な産業医面談で本人の復帰状況を確認し、回復の程度に応じて残業などの就業上の制限を解除していく予定である。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	休職中から、支援員、本人、職場、主治医の連絡体制を整えることで、職場復帰に必要な情報を共有することが出来た。これにより支援員が主治医と復職職場についての調整を行ない、本人と職場の復帰に対する不安を軽減し、また困難な状況下での本人の意思決定を支援できたことが、結果としてより円滑な復職につながったと考えられた。これは、従来行なっていた嘱託産業医、保健師サービスと比して、本事業でより綿密な支援を行ったことの成果と考えられる。

また、本事業による支援の過程を通じて、事業場に対して従業員休復職支援の体制構築の必要性を示すに至った。

	今後改善すべき

と考えた点
	当該事業場には、明確な休復職手順が存在しなかった。そのため、支援員が主導し、推奨されている復職手順を踏み、支援を行った。しかし、実際には、事業場（企業）が主体となり、専門職と連携し、積極的に休復職支援体制づくりを行う必要があると考える。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　11ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　□退職　□死亡　☑その他（　転勤　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況：　復職後3ヶ月の産業医面談を実施した。その際、本人と職場との意思疎通が少ないために、本人が、休職前に強い心理的負担を感じていた業務を任されるのではないかという不安を抱えていることが判明した。それに伴い、全身倦怠感や食欲不振といった症状も出現していた。さらに、本人は実家の方が精神的に安心するとの理由から、実家近辺の支社への転勤を希望していた。これに対して産業医は、転勤に関しては体調面の安定が必要であるため、時間をかけて考えるよう一旦助言した。合わせて職場上司には、本人同意のもと、これらの内容を報告し、業務内容に関する現状確認を行った。加えて職場上司が本人と面談し、今後の業務内容に関して意思疎通を図るよう助言した。

その後は、本人と上司間でコミュニケーションが以前より良好となり、本人の今後の業務内容に関する不安は解消されたため、体調は安定していた。復職後8ヶ月目には就業配慮措置は全て解除された。

フォローアップ面談にて、産業医が転勤に関する希望を本人に確認したところ、再度実家近辺の支社への転勤を希望していため、産業医は本人の体調や勤怠状況を確認した上で本人には、職場上司に相談するよう助言した。その結果、復職後9ヶ月目に実家近辺の支社へ転勤となった。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	☑産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	復職後から復職9か月目まで、勤怠に問題はなかった。

	業務遂行能力
	復職後3ヶ月の産業医面談の際は、今後の業務内容に不安を抱え、業務遂行能力は低下していた。産業医の助言により、職場上司と本人が意思疎通を図り、業務内容に関する不安が解消された後は、業務遂行能力も回復しており、大きな問題は見られなかった。転勤後の勤怠状況等については、情報を得ることができなかった。

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	本事例を契機に当該部署は、指示命令系統をより明確にし、作業の指導や職場の支援を得られやすいよう、環境を改善している。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	本人の申し出による産業保健スタッフへの健康相談を促進し、メンタルヘルス不調労働者の早期対応を実践するために、新入社員に対しメンタルヘルスのセルフケア研修を実施している。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	適応障害により休職していた労働者が、業務形態を変更し職場復帰した。

復職時の面談の際には、主治医より職場復帰は実家近辺の支社への転勤が勧められており、家族もそれを希望したが、本人は、実家から最寄りの支社までの長い通勤時間と、配置転換により業務内容がこれまでと変化することに対して、強い不安を持っていたことが分かった（結果として元職場に復帰）。

また、復職後3ヶ月の産業医面談では、本人と職場との意思疎通が図れておらず、本人が「近い将来、以前（休職前）に就いていた業務を任されるようになるのではないか」という予期不安を抱えていることが判明した。

本事例を振り返ると、上記のように、本人自身が家族（両親）・主治医・職場上司などと、上手くコミュニケーションをとることができないために、意思の疎通をはかれていないと思われる場面が多かった。

周囲との意思疎通に課題を抱える本人と、周囲の関係者の双方に対して支援することの難しさを感じた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□休職中、遠距離のためにメールで支援している中で、自殺の危険性などの緊急事態が発生した場合の対応が分からない。
	まず、本ケースは職場要因の解消に健診機関側として効果的に本人や関係者の連携をとられ、職場復帰を可能にした好事例であったと考えます。

そのうえで、支援サービスには限界もあるということを共通認識としておく必要があると思います。自殺等のリスクがある場合には専門家としての責任は、本来は主治医にあり、それをサポートする立場が健診機関であるというスタンスに立つことが大切だと思います。

しかしながら、最善を尽くすということは支援サービスの中でも可能だと思います。限界があるということを認識された上で、遠隔地で療養するような場合に、自殺企図等を健診機関側として察知した場合の対応については、以下のような方法が取れるかもしれません。

· 家族とのコミュニケーションと図る。ただし事前に本人の同意が望ましいと考えます。連絡先を把握しておく必要があります。

· 遠隔地の主治医とのコミュニケーションを図る。例えば、本人に連携を希望する旨の情報提供書を持参してもらうということもできます。これも事前に本人の同意があったほうがよいと考えます。連絡先を把握しておく必要があります。

· 職場側で遠隔地までいけるようなキーパーソンを決め、予め、危険な事態への対応手順を話し合っておく。

健診機関側で入院等の措置はとれないでしょうから、現地での専門医療機関でのケアが確実に受けられ、リスクが低減されるように努力するというのが大切ではないかと考えます。



	2
	□本人と周囲の関係者とのコミュニケーションを円滑にするための支援が難しい。
	本来は上司である管理職がコミュニケーションをとるべきであり、人事担当者がそれをサポートすべきではないかと考えます。

しかし、管理所職が人間関係上の問題に関わる当事者であったり、人事担当者が遠隔地であるような場合には十分な対応が出来ない可能性もあります。

そのような場合にはなんらかの話し合いの場を設けて、関係者の役割を整理し、本ケースで既にされているところでもありますが、健診機関として、事後のフォローアップを行うことができるでしょう。また、本人や管理職に個別に健診機関側と面談機会を設けて、コミュニケーションを促進するように働きかけることもできます。さらに円滑なコミュニケーションをとるためのスキルや考え方について、啓発を行うことも可能かもしれません。


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
【 事例Ｂ１６ 】
	支援目的
	１、休職中のサポート、復職支援　２、復職支援に関わる体制作り


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　建設業（橋梁等の設計･架設）
	労働者数；　50名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	☑ 専属

□ 嘱託

□ 不在


	☑ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　適応障害・うつ状態
	休職期間；　2.5ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 会社の分社化に伴う業務・人員整理により、業務内容が大幅に変更
② 月80時間程度の残業および自宅での持ち帰り仕事
③ 本人が上司に業務、体調不良を相談したが、上司も忙しくて対応が遅れた
④ 本人に休業に対する罪悪感が強い
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	5ヶ月（8回）

	支援開始の時期
	休職直後

	支援専門家
	産業医（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[2.5ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　[復職直後から復職後 2.5ヶ月まで合計 5ヶ月]

支援期間

[ 10ヶ月]　　　　 　　　　　　

支援終了後：産業医の月1回の面談

支援終了後の特記事項：　有・無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・休職1年前より会社の分社化とそれに伴う業務・人員整理により、業務内容に、管理業務が加わるなど大幅に変更があった。以降、月80時間程度の残業（推定）があったが、申告せず、さらに自宅でも持ち帰り仕事をしていた。同時期より自責感、不眠、食欲低下が出現した。

・休職1ヶ月前に上司に業務や体調不良を相談したが、上司も忙しく、十分な対応が得られなかった。

・その後、本人より希死念慮を打ち明けられた事業場・医務室の看護師が上司へ連絡した。上司は休職を勧めたが、本人の休職に対する罪悪感と抵抗が強く、また希死念慮のある本人を独りにすることへの危機感から、産業医へ緊急の相談が持ち込まれた。産業医が同日、家族同席で面談し本人を説得、専門医療機関を紹介、休職となった。

	復職支援の
具体的な内容
	□休職の説明 

・休養の必要性を本人と上司の両方に説明
・休職中は職場の専属看護師を通じ産業保健スタッフと連絡を取った
□休職中の面談 電話での体調確認

・初回の産業医面談では、希死念慮、不眠など抑うつ状態が見られたが、1ヶ月後の面談では症状は若干軽快し、軽い睡眠障害と復職への不安・焦燥感が認められた。休職2ヶ月で主治医から診断書が提出された後の面談においても、就業意欲や生活リズムも問題ないことが確認できた。月1回の産業医面談までの間は、事業場の専属看護師が電話で家族（妻）・本人に体調等の確認をおこない、その内容について適宜産業医へ報告があった。

□労務担当者の協議

・主治医診断書を基に、本人・職場・産業医の協議を行った。結果、就業配慮として復帰職場を元の役職・職場とし、業務内容からは管理業務を外す措置を行った。

・復帰後1ヶ月間は時間短縮勤務とした。

	支援終了時の
状態と見通し
	・復帰後２ヶ月目からは通常勤務での就業が可能な健康状態を維持できている。今後、本来の管理的業務が可能となるまで、産業保健スタッフおよび職場の支援を継続予定。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・休業への抵抗感の強い本人に対し、専門職が休業を促すことで早期治療（自殺予防）に繋がった。
・事業場内スタッフ（看護師）を相談窓口としたことで、本人の休職中の病状把握が容易であった。

・復職後の業務調整を行った。

	今後改善すべき

と考えた点
	残業時間の把握

管理職のメンタルヘルスへの対応

メンタルヘルス復職支援体制


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　年10ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後も体調は順調で、就業上も問題はなかった。ただし、管理職として戻した後、管理業務が滞ったため、上司、本人、主治医との個々の面談、4者面談を経て降格とし、管理業務を今後も行わないこととした。その後は特に問題もなく経過している。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　☑その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　☑上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	大きく問題はなく良好

	業務遂行能力
	問題なし

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	復職後の体調の回復を確認した上で、管理業務を再開したが、業務が滞り本人が心理的負担を感じていたため、本人、職場と協議した結果、管理業務を外す目的で降格となった。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	管理職へのメンタルヘルス講習会を支援期間に計４回行ったが、さらに支援期間終了後、事業所の要望により従業員に対してセルフケアの1日講習会を実施した。

メンタルヘルスの対応マニュアル作成について助言および情報提供（対応マニュアル作成）


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	この事例の支援に際しては、事業場外の嘱託産業医と事業所内産業保健スタッフの連携が行われた。

対象者は希死念慮がある状態であったが、結果としては大事に至らずに対応できた。本事例より、緊急な事態の連携のためにも、日頃から産業保健スタッフと産業医の良好な関係つくりや意思疎通も重要だと思われた。

また本事例を通して、この事業場では、残業管理、メンタルヘルスに対する管理職の認識不足や、対応マニュアルの不備が明らかになった。

メンタルヘルス不調から希死念慮を抱くまでの過程において、支援員として対応の検討や振り返りをできた点は大変有用であった。今後は事業者および産業保健スタッフで事例を通し、問題解決に向けて改善していく仕組みとその維持が必要だと思われた。

希死念慮がある従業員や不幸にして自殺に至るケースへの対応は起き得る事として、シミュレーションをして備えておく必要性があると感じた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 緊急時の対応について（自殺発生など）より具体的な対応マニュアルなど支援があれば助かります。
	· 自殺既遂に至った場合には、対象事業所とのかかわりによって、ポストベンションと行うことが出来ると考えられます。その場合に、以下の事項が対応できる可能性があります。

1） 人事担当者や管理職からの情報収集

2） 人事担当者への対応の助言

3） 管理職や同僚への教育

4） 管理職や同僚からの健康相談

5） 後に発生する不調者の専門医療機関紹介

· そのうえで、遺族への支援や人事担当者や管理職への人事労務的な相談に対することもできます。

· また、本ケースでは事業所内に常勤の看護職がおられましたが、産業保健スタッフの有無によって、支援の方法が変わったり、役割分担が発生するなど、バリエーションが出てくることと思います。


☑；　支援員が特に重要と考えた項目
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